
資料４－１ 

「新たな公」の考え方を基軸とする地域経営システムへの転換（要約案） 

社会構造の成熟化・高齢化
↓ 

画一的でない新たな付加価値（自分だけのこだわり、自分だけの物語等）のある 
消費・サービス・参加への欲求 

↓ 
住民やサービスの受益者側の民間企業等自身による地域社会の問題改善の取り組み 

（高齢者福祉、子育て、能力開発、防犯・防災、居住環境整備等） 
「新たな公」を形成する動き 

「新たな公」の考え方を基軸とする地域経営システムへの転換 
 
＜「新たな公」の多面的意義＞ 
（暮らしの満足度の向上）      （経済的効果等） 
・多様なニーズの充足        ・地域雇用の創出、地域経済活性化 
・参加による自己実現         （ｽﾓｰﾙ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ、ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾋﾞｼﾞﾈｽの創出） 
・地域社会への信頼、誇り、愛着   ・行財政への負担軽減 

 
 
  

↑     ↑     ↑ 

地域の総合的な力（地域力）の向上
個性を持った魅力ある地域社会の形成 

→地域間の互恵関係の形成

対等な権利と責務の関係に基づく協働による地域経営 

 企業

行政

 中間的な

支援組織 

住民、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ、
ＮＰＯ等 
●多様なコミュニティの役割 

住民の地域社会への主体的参加の場 → 担い手としての自覚と能力の獲得
 
 
（地縁型の地域コミュニティ －自治会、商店会、伝統的自治組織等） 
・もっとも身近なコミュニティ 
・地方都市や農山漁村では現在も重要な役割

（ＮＰＯ等新たな目的型の団体）
・高齢者や女性等の多様な活動への取り組み方を許容する組織 
・今後、地方でも重要な担い手となることが期待される

●行政の役割 
・地域経営システムが円滑に機能するための基盤の整備
（透明性を確保するための情報の公開と共有の率先、担い手相互間の信頼感・規範の醸成、
ＩＣＴ利用環境の整備、中間的な支援組織の育成・支援等） 
・住民の生命・財産に係る基礎的サービス、広域的社会サービスの供給圏域を勘案した
社会資本整備の整備・活用 

割 
●中間的な支援組織の役
 

・地域の多様な民間主体等の活動を一定の目的に向かって総合化する
・主体間のコミュニケーションを円滑にし、相互理解を促す 
・主体間の多様な活動を支援するための技術的支援、資金調達の支援を行う 


